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ダム事業の検証に係る検討に関する再評価実施要領細目（抄） 

 

 

第５ その他 

１  本細目に基づく検証を行う際には、河川及びダム事業の再評価実施要領細 

目（平成 22 年４月１日国河計 142 号）（以下「従前の細目」という。）は適用 

しない。なお、平成 22 年９月 28 日の国土交通大臣からの指示又は要請以降本 

細目に基づく検証が終了するまで、検討主体は、検証対象ダム事業が実施要 

領第３の１(1)～(4)に規定する事業に該当する場合に、実施要領及び従前の 

細目に基づき当該事業の再評価を行うものとする。 

２  社会情勢の変化等により、検証主体自らが検証対象ダムを中止する方向性 

で考えている場合には、検証に要する時間、費用等を軽減する観点から、利 

水者等の関係者との合意形成状況に応じて、中止の方向性及びそのような考 

えに至った理由を明らかにした上で、必ずしも本細目で示す詳細な検討によ 

らずとも、従来からの手法等によって検討を行うことができる。 

その場合、従前と同様に、河川整備計画の作成状況に応じて、次のようなこ 

とについて明らかにすることが求められることを考慮することが望ましい。 

(1)  河川整備計画が作成されている場合には、基本的に、当該河川整備計 

画において想定している目標と同程度の目標の達成が当該事業によらず 

とも可能であること 

(2)  河川整備計画が未作成である場合又は河川整備計画が作成されている 

が今後変更する予定がある場合には、基本的に、検証に係る検討に当た 

って設定する目標と同程度の目標が妥当であること及び目標の達成が当 

該事業によらずとも可能であること 


